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原⼦⼒発電でどのくらいの核分裂⽣成物、TRU（Pu他）が⽣ずるのか？
標準的PWR (45000MWD/tU) における核分裂収支

238U(n,γ)239U(β)→239Np(β)→239Pu
中性子捕獲+過剰の核内中性子がβ壊変

標準的PWR (45000MWD/tU) における核分裂収支



⾼密度エネルギー源としてのプルトニウム

1000tの使用済み燃料 （≒約10tP ）は1000tの使用済み燃料 （≒約10tPu）は
2,000～2,500万tの原油 と等価
⇔ 

ｸｳｪｰﾄ年間産油量1億tの約 1/4に相当！
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from China (Japanese case). 
1992.1 南巡講話・鄧小平 ”中東有石油、中国有稀土”
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dominate the stable supply and  prices. 
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外部被ばくを計算する

外部被ばく量の計算・評価
1 S /h の地域の場合 年間被ばく量は1μSv/hrの地域の場合、年間被ばく量は、
1μSv/hr x 24hr x 365day = 8.76mSv/y

100mSvの確定的影響のしきい値を⼤幅に100mSvの確定的影響のしきい値を⼤幅に
下回る。
被ばく量は1〜10mSvの世界の年間⾃然被
ばく値の変動範囲内で、発癌リスクの増
加があるとは考えられない

産経新聞2011.8.より引用

加があるとは考えられない



宇宙線

0 344 S /h シベリア0.344μSv/hr ; シベリア

上空ノボシビルスク北
高度11,582m(2011.7.2 
12:18)12:18)

0 055 S /h 成田市0.055μSv/hr ; 成田市
(2011.7.2  11:00)
0.071μSv/hr ; モスクワ
市(2011 7 2 22:10)市(2011.7.2  22:10)

0.03μSv/hr ; モスクワ市
地下鉄(2011.7.6)
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巨大技術と安全性

【巨大技術 定義】【巨大技術の定義】
１）非常に沢山の技術要素を含んだ、複雑で高度な技術応用体
２）かなりのエネルギーないし有害要素を内包した体系 巨大な運２）かなりのエネルギ ないし有害要素を内包した体系、巨大な運

動量を帯びた体系
３）今後の社会経済の活力の維持向上、豊かな生活の確保のために

も欠かせない技術 ⇔ テロ対象技術
【例】
１）高層ビル 地下街１）高層ビル、地下街
２）化学プラント、石油施設
３）原子力発電プラント

核燃料サイクル施設
３）原子力発電プラント
４）巨大ダム
５）微生物研究施設
６）高速鉄道システム
７）大型船舶
８）大型航空機
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８）大型航空機
９）宇宙飛行システム



リスクとは

【定義】
将来発生するかも知れない、人間にとって望ましくないこと（人命、
健康 財産等 関する有害な影響） 対する懸念健康、財産等に関する有害な影響）に対する懸念
「リスク」＝「被害の大きさ」X「発生確率」単位10-6死/人・年

⇒人口100万人あたりの年間死亡者数⇒人口100万人あたりの年間死亡者数
<10-6 ； 諦める
10-5～10-4 ； リスクとベネフィットのバランスを考えて対策や； 考 策

改善のための投資を図る
>10-3 ； 容認されない

【事例】 10 6死／人 年【事例】 x10-6死／人・年
i) 自動車事故；200
ii) 墜落事故、地震（30）、鉄道事故（20）、台風津波（12）、海難・火災（10）
iii) 洪水 落雷（≪1）iii) 洪水、落雷（≪1）

【巨大技術のリスクの特徴 】
偏在し、一挙であること。しかも集中的、衝撃的。

10

偏在 、 挙 あ 。 集中 、衝撃 。
最新鋭の技術への信頼を揺るがし、施設全体の財産的損害も巨額。



リスクの比較（人口100万(106)人あたりの年間死亡者概数）リスクの比較（人口100万(106)人あたりの年間死亡者概数）

放射線発がん
全死因 8485 放射線発がん

（放射線業務従事者）
41

がん 2551 水難事故 7.0がん 2551 水難事故 7.0

心疾患 1354 インフルエンザ 5.5

脳血管疾患 1039 他殺 5 2脳血管疾患 1039 他殺 5.2

喫煙発がん（現状） 800 自然災害 1.0

喫煙発がん 300 HIV 0 4喫煙発がん（1000円） 300 HIV 0.4

自殺 239 食中毒 0.04

交通事故 91 落雷 0.02

放射線発がん 55 BSE感染牛による

ブ
0.009

（一般公衆）
55

クロイツフェルトヤコブ病
0.009

いろいろな事項についての10万人あたりの年間死亡数、体質研究会、http://www.taishitsu.or.jp/risk/risk2006.html
リスクのモノサシ、中谷内一也、NHKブックス
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巨大技術(非原子力)の事故例

1）メキシコ、イスワテペックの事故（LPG貯蔵センター）1984.11.19
火災爆発 死者約500人 負傷者約7000人火災爆発、死者約500人、負傷者約7000人、

2）インド、ボパールの事故（化学プラント）1984.12.2
UC殺虫剤製造プラント、毒性のメチルイソシアネート(MIC)の放出、死者約2500人、障害者

20万人

3）日本航空ボーイング747事故（旅客機）1985.8.12
死者520人、負傷者4人、死者 、負傷者 、

4）スペースシャトル・チャレンジャー号事故（宇宙）1985.1.28
死者7人、個体ブースター継手部Oリングの機能不備、約30億$の損害

5）ナホトカ号重油流出事故（タ カ ）1997 1 25）ナホトカ号重油流出事故（タンカー）1997.1.2
船体の破断、死亡1名、約6m3の原油流出・重大な環境汚染、損害補償金額261億円

6）H2ロケット打ち上げ失敗（宇宙）1999 11 15
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6）H2ロケット打ち上げ失敗（宇宙）1999.11.15
343億円の損害



【ボパール事故の知識化】

（１）事故防止システムが幾重に用意されていても、 そのシステムが
設計通り機能しなければ、事故は起こる。 システムとして構築
した計器類などのハード面と従業員の 教育などのソフト面との
両面を維持しなければならない。

（２）利益優先の合理化は 保守点検レベルを低下させ 計器の誤動（２）利益優先の合理化は、保守点検レベルを低下させ、計器の誤動
作を日常化し、大きな事故のきっかけを作る。

（３）化学プラントは各プロセスにおける危険分析を行い、 それに基（３）化学プラントは各プロセスにおける危険分析を行い、 それに基
づいて必要な対策の実施計画をあらかじめ作成 しておくことが
大切である。

（４）化学プラントの地域への情報公開とコミュニケーションを密に
し、 防災訓練などで万一の際の対応に備えておくことが大切で
あるある。

（５）本質安全の考えで設計する。もしMICがなければ、漏洩もしな
かった。 またMICの量が適切であれば、こんなに大きな被害に
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かった。 またMICの量が適切であれば、こんなに大きな被害に
はならなかった。



流出重油処理技術【例】

ポイント１ 酸化物触媒による吸着処理

ポイント2 電解触媒による分解処理ポイント2 電解触媒による分解処理
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核燃料サイクル



原子力発電所と再処理施設
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溶融ガラスからの放射性核種の漏洩
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核燃料再処理（PUREX法）と核種分離

高速炉（「常陽」）照射済み燃料溶解液（東海、Ｃ 高レベル放射性濃縮廃液（ＨＬＬＷ；東海再処理高速炉（ 常陽」）照射済み燃料溶解液（東海、Ｃ
ＰＦ） 工場）、ＣＰＦ

マイナーアクチニド（Ａｍ，Ｃｍ，Ｎｐ）

希少金属類 腐食生成物 その他

ＨＬＬＷ

核燃料再処理
(従来技術）

希少金属類 腐食 成物 そ 他

MA & FP

PO O

O C4H9

C4H9PO O

O C4H9

C4H9

ＰＵＲＥＸ法；ＴＢＰ抽出
Plutonium, Uranium, Reduction, EXtraction

ウラン（Ｕ） プルトニウム（Ｐ ）の回収

回収硝酸ア
メリシウム
（A (NO )

O C4H9TBP  
tributylphosphate

O C4H9TBP  
tributylphosphate

ウラン（Ｕ）、プルトニウム（Ｐｕ）の回収 （Am(NO3)3
）溶液

UO2
2+(aq) + 2NO3

- (aq) + 2TBP(org) ⇔ UO2(NO3)2・2TBP(org)
Pu4+ + 4NO3

- + 2TBP(org) ⇔ Pu(NO3)4・2TBP(org) 
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使用済み核燃料

原⼦炉停⽌後1年で、全核分
裂⽣成物量（Bq)は約1/10に、
発熱量は1/100に減衰する発熱量は1/100に減衰する。



・使用済燃料からの核分裂物質（U P ）の回収（回収率＞99 5％）

再処理プロセス（工場）の特徴

・使用済燃料からの核分裂物質（U.Pu）の回収（回収率＞99.5％）

ＦＰからの分離（除染係数DF:106～１０8）。

・核物質 放射性物質をマクロ量扱う 巨大化学工場・核物質、放射性物質をマクロ量扱う、巨大化学工場。

・技術（工学）及び人間の信頼性を最も重視。



溶媒（TBP）抽出の化学的基礎



ウラン、プルトニウムの分離(分配）

有機相中のPu(IV)を非抽出性Pu(III)に還元し、選択的に水相に逆
抽出する。有機相に残ったU(VI)は希硝酸で逆抽出する。分配法と抽出する。有機相に残 た ( )は希硝酸で逆抽出する。分配法と
しては以下の方法が開発されている。

( )スルフ ミン鉄 F (SO NH ) （英国）(a)スルファミン鉄：Fe(SO3NH2)2 （英国）

(b)硝酸ウラナス、硝酸ヒドラジン混合液：U(NO3)4 - N2H5NO3
（仏、日）

(c)硝酸ヒドロキシルアンモニウム（HAN）、

2Pu4 + + U4 + + 2H2O → 2Pu3 + + UO2
2 + + 4H+

(c)硝酸ヒドロキシルアンモニウム（HAN）、

硝酸ヒドラジン混合液：

NH3OHNO3 –N2H5NO3 （仏、日）3 3 2 5 3

(d)in situ電解還元法（旧西独 日）

4Pu4 + + 2NH3OH+ → 4Pu3 + + N2O + H2O + 6H+

(d)in situ電解還元法（旧西独、日）

(e)酸分配法（米、英、日）
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再処理の安全設計の特徴
工程が多数のユニ トに分かれており それぞれがセルに収納 事故の原因とな・工程が多数のユニットに分かれており、それぞれがセルに収納。事故の原因とな

る場所及び要因の種類が多様。

・各工程はほぼ常圧で、工程温度は高くても沸点付近である。操作条件は原子炉に各工程はほぼ常圧で、工程温度は高くても沸点付近である。操作条件は原子炉に

比べ一般的にはゆるやか。

・核分裂生成物は溶液に溶存しているので封じ込め要件は原子炉に比べきびしい。

・想定される事故の、種類は多いが、規模は原子炉に比べ小さい。

・従来は決定論的手法による事故評価。COGEMA社はUP3-A, UP2-800に確率論的

評価を実施評価を実施。

・EXXon社は事故を５グループに分類。高レベル放射性廃液蒸発缶のRed-Oil爆発

、他までを「設計基準事故」としてプラント工学的安全システムに反映。以下、他までを 設計基準事故」としてプラント 学的安全システムに反映。以下

の「仮想事故」については実際には起こりえない事象として考察のみに留めた。
（PNCZJ199 83-26(1)1983.5）
大地震 大洪水 トルネ ド 破壊的大火災 大型航空機の 衝突（外部事象）大地震、大洪水、トルネード、破壊的大火災、大型航空機の 衝突（外部事象）

冷却機能の全喪失、HLLWの土壌への流出

・COGEMA社はUP3-Aの設計で、４つの頻度カテゴリーに分類。発生頻度10-1/年

28

COG 社はU 3 の設計で、 の頻度カテ リ に分類。発生頻度 0 /年
は運転上の事故とし、10-7/年以上の事象を設計に考慮。外部事象はサイト依存と

して設計に考慮すべき、としている。



再処理工場の安全設計の例
1)臨界設計（装置、工程）

状管理 ① ブ（S D） ② （S D） ③ 筒形状管理；①スラブ（S,D）、②アニュラー（S,D）、③円筒
中性子毒；①B入りラシヒリング、②Cd板
濃度管理；比重（水相、有機相）
質量管理 220 P 20K 4%濃縮U質量管理；220gPu, 20Kg4%濃縮U
インラインモニター；nモニター(抽出器)
臨界警報装置（建屋）

2)火災爆発2)火災爆発
工程温度管理； 60℃（溶媒抽出工程）

135℃（加熱用蒸気温度：蒸発濃縮工程）
工程操作管理；希釈剤洗浄装置 LP+工程操作管理；希釈剤洗浄装置、LP+
計装設計；圧力上限緊急操作装置PP+、温度上限緊急操作装置TP+

3)漏洩
加熱用蒸気凝縮水放射性物質検知装置；αRP+、γRA+加熱用蒸気凝縮水放射性物質検知装置；αRP 、γRA
漏洩検知装置（セル等）；LW+

負圧警報装置dPA-（グローブボックス）
4)被ばく管理；ラディエーションマップ、各種モニタ-)被ばく管理；ラディ ション ップ、各種 タ
5)耐震強度
免震装置、地震モニター

6)非常用電源

29

非常用発電機(ユーティリティー施設、他)；20秒以内に給電状態（電圧6.6kV±3.5%、周波数
50Hz±5%）に復帰
無停電電源装置(高放射性廃液貯蔵場、他)；充電器、蓄電池



ウラン分配及び精製工程におけるリスク評価（定性的）の例
（UP2-400）
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巨大技術(原子力)の事故例
1)ウラル（マヤーク（チェリャビンスク65））HLLW貯槽の爆発 放射性核種放出1957.9.29
2)ウインズケール火災（イギリス）1957.10.10炉心黒鉛減速材火災 2万CiのI-131放出 数十人

が白血病で死亡
3)サンローラン・デ・ソー原子炉(フランス)炉心溶融1963.10
4)原子力砕氷船 号原子炉暴走1965 24)原子力砕氷船レーニン号原子炉暴走1965.2
5)パロマレス米軍機B52-G墜落（スペイン南部）1966.1.17 4個の水爆のうちの2個の起爆装置が
爆発500ｇのPuが土壌に残留

6)原子力船「むつ」放射線漏れ1974 9 16)原子力船「むつ」放射線漏れ1974.9.1
7)海洋偵察衛星墜落(カナダ)1978.1.24 原子力電池搭載コスモス954 300万$の損害賠償
8)TMI島原子力発電所 炉心溶融1979.3.28レベル5
9)原潜事故 エコ 2型K 431原子炉爆発（ウラジオストック）1985 8 10 10名死亡250名被ばく9)原潜事故 エコー2型K-431原子炉爆発（ウラジオストック）1985.8.10 10名死亡250名被ばく
10)チェルノブイリ原子力発電所爆発1986.4.26レベル7 9000名死亡(WHO)55,000名死亡（14周年
追悼式典）

11)ゴイアニア被ばく事故（ブラジル）1987 9 Cs-137線源の盗難 250人被ばく 4名死亡11)ゴイアニア被ばく事故（ブラジル）1987.9 Cs 137線源の盗難 250人被ばく、4名死亡
12)トムスク再処理施設爆発1993.4.6 U-TBP錯体の熱分解 Pu3.7x1010Bqの環境放出
13）ラプソディーNa貯蔵タンクの爆発1994.3.31プロパノールとNaとの反応による水素爆発レベ

ル3ル3
14)動燃高速増殖炉「もんじゅ」ナトリウム漏洩1995.12.8
15)動燃東海アスファルト固化施設火災爆発1997.3.11 レベル3
16)JCO核燃料加工施設臨界事故1999.9.30 レベル4 日本で3番目の臨界事故2名死亡
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) 核燃料加 施設臨界事故 ル 日本で 番目の臨界事故 名死
17)トリカスタン原子力発電所 放射性核種放出2008.7.7レベル0 3万㍑のウラン溶液の流出

250人被ばく
18)福島第一原子力発電所炉心溶融・水素爆発2011.3.11 レベル7



再処理・火災爆発事故例

35名の被ばく
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【火災・爆発事故の特徴】

主な再処理事故（１）
【火災 爆発事故 特徴】
・過去に約50件の発生。ほとんどが1960年代の初期まで。主に軍事用施設で発生
・有機溶媒の火災；溶媒の不適切処理、低引火点有機溶媒の仕様、不溶解残渣（高崩壊熱）と有機溶媒の
混合（ウインズケール1973.9）
ジルコニウム粉末の発火 湿潤Z の自然発火(ORNL1956 5)・ジルコニウム粉末の発火；湿潤Zrの自然発火(ORNL1956.5)

・蒸発缶等でのウラン抽出錯体の爆発（Red-Oil)；TBP（DBP)錯体を含む溶媒（TBP,ケロシン）の加熱分解
反応(SRP1953.1)

・この他金属ウラン、プルトニウムの自然発火、化学薬品による火災、イオン交換樹脂の火災、電気設備他 属ウラ 、 ウ 自然発火、化学薬品 る火災、イオ 交換樹脂 火災、電気設備
ケーブルブル火災、水素爆発

主な火災事故例
1963/11/6 プルトニウム精製用陰イオン樹脂塔からの火災1963/11/6 プルトニウム精製用陰イオン樹脂塔からの火災

ハンフォード工場（米）
概要：レドックスプラントに付随する陰イオン交換樹脂を用いたプルトニウム精製

プラントの火災。
原因：プルトニウムを吸着させた陰イオン交換樹脂に必要のない

重クロム酸カリウムを加えたことによる酸化反応等により、引き起こされたと
推定されている。
操作温度が高かった可能性もある操作温度が高かった可能性もある。
（事故後、操作限度温度を７０℃としている。）

1964/10/1 陰イオン交換塔塔の陰イオン樹脂からの発火による火災
サバンナリバー工場（米）

概要：ネプツニウムを回収するための陰イオン交換塔から白煙があがる。
原因：明確にされていない。



主な爆発事故例主な爆発事故例
1953/1/12 硝酸ウラニル、TBP、有機溶媒混合物（レッドオイル）の蒸発間での爆発

サバンナリバー工場（米）
概要：硝酸ウラニル溶液の蒸発濃縮中に蒸発缶が爆発
原因 蒸発缶の供給液にTBPと希釈剤（ケロシン）が多量に混入原因：蒸発缶の供給液にTBPと希釈剤（ケロシン）が多量に混入、

有機物と硝酸ウラニルの急激な反応により爆発。

1959/11/20 蒸発缶での除染剤と硝酸のニトロ化反応による爆発1959/11/20 蒸発缶での除染剤と硝酸の ト 化反応による爆発
オークリッジ国立研究所（米）

概要：蒸発缶の除染作業中に爆発が発生。
原因：蒸発缶の除染作業では除染剤で除染、水洗いして、硝酸で洗浄のプロセスを

作業員が除染剤投入後 水洗いをせずに4M硝酸を加えて加熱洗浄したこと作業員が除染剤投入後、水洗いをせずに4M硝酸を加えて加熱洗浄したこと
により起こる。

1961/3/18 蒸発缶での有機物と濃硝酸の反応爆発蒸発缶での有機物 濃硝酸の反応爆発
トムスク工場（露）

概要と原因：蒸発缶に有機物と濃硝酸が流入して反応し爆発。その経過等は不明

1962/6/26 P 精製用陰イオン交換樹脂塔のパイレックスガラスカラムの破裂1962/6/26 Pu精製用陰イオン交換樹脂塔のパイレックスガラスカラムの破裂
フォントネオローズ研究所（仏）

概要：Puの分離精製実験のためにDowex1-X4(強塩基性陰イオン交換樹脂)に
Puを吸着させて放置、4日間後作業を再開したところ、カラムが破裂。を吸着 放置、 間後作業を再開 、 ラ 破裂。

原因：樹脂を高濃度の硝酸と長時間接触させたことによる発泡による物理破裂



主な再処理事故（２）

【臨界事故の特徴】
・過去に8件の発生 ウラン系5件 プルトニウム系3件 ウインズケールを除くとほとんどが米国軍事用施過去に8件の発生。ウラン系5件、プルトニウム系3件。ウインズケ ルを除くとほとんどが米国軍事用施
設・研究施設で発生。

・ウラン系は全て高濃縮ウラン（235U～90%）の取り扱い時。非形状安全槽への高濃縮ウランやプルトニウ
ムの誤移送が原因。
非 状安全槽 プ ウ 蓄積 抽出条件異常 るウ 濃度・非形状安全槽でのプルトニウムの蓄積、抽出条件異常によるウラン濃度上昇

【漏洩事故の特徴】【漏洩事故の特徴】
・環境への放射性物質の異常放出。約30件の内、期待漏洩約20件、作業ミスが原因。液体漏洩約10件、配

管の腐食、点検作業ミス、海洋放出韓の亀裂、バルブの故障ガ原因
・ハンフォード再処理工場での漏えい事故1973.7；貯槽のレベルチェック漏れと炭素鋼ライニングの腐食
が原因が原因。
高レベル放射性廃液が435m3地中からコロンビア川に流出（137Cs;40,000Ci, 90Sr;1,4000Ci, 239Pu;4Ciを
含む）

・旧ソ連チェリャビンスク（マヤック核兵器生産コンビナート）での漏洩事故1957 9(ウラル核惨事)；高旧ソ連チェリャビンスク（マヤック核兵器生産コンビナ ト）での漏洩事故1957.9(ウラル核惨事)；高
レベル放射性廃液貯槽の爆発で漏洩。2,000,000Ciが環境放出。下流300Km環境汚染、34,000人が被ばく。

・放出核種は144Ce+144Pr（66%）, 95Zr+95Nb（24.9%）, 90Sr+90Y（5.4%）。 Puは痕跡程度
・事故直後の被ばくは95Zrや106Ru、5年後の土壌汚染は90Srが主因

被ばく者 人に い の健康調査（ 人） は 全 連の対象値と比較し 悪性腫瘍や生殖機能
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・被ばく者7852人についての健康調査（～1987人）では、全ソ連の対象値と比較して悪性腫瘍や生殖機能
に関し優位な差はなし



Red-Oil爆発について(1)館盛ら1986.2  JAERI-memo61-032

・動燃レポートCPする
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Red-Oil爆発について(2)小澤ら1989.8 PNCZN8510 89-002

39



アスファルト固化爆発について
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事故原因の知識化
（１）プロセス；再処理工場の低レベル放射性廃液（硝酸ソーダを大量に含む）をpH調整後（１）プロセス；再処理工場の低レベル放射性廃液（硝酸ソ ダを大量に含む）をpH調整後、

蒸発濃縮する。濃縮液に原料アスファルトを混合し、エクストルーダ（混合機）に送り
、蒸気により加熱、混合脱水する。脱水後のアスファルトはターンテーブル状の空ドラ
ムに充填されて放冷して 安定固化体となる。ムに充填されて放冷して、安定固化体となる。

（２）事故1997.3.11;充填済みドラム缶数本に火災発生。火災発生後セル換気系のフイルター
が目詰まりし、建屋及びセル換気系が全停止した。火災から約10時間後に爆発が発生し、
放射性物質が環境放出された。レベル３の評価。放射性物質が環境放出された。レ ル３の評価。

（３）原因；アスファルト混合物の加熱昇温
・脱水・混合機（エクストルーダ）内での物理的な発熱（摩擦熱）による充填温度の上
昇

・廃液とアスファルト原料の供給速度を低下させたことによる出口温度の上昇。蓄熱性
の高い固化体の温度が徐々に上昇。硝酸塩・亜硝酸塩とアスファルトの酸化還元反応
が進行し、可燃性熱分解生成物を発生、ついに空気と熱分解生成物との燃焼暴走反応
（爆発）にいたる。

・セル換気系の全停により不完全燃焼化が起こり、可燃性物質が滞留。しかしながら再
起動した槽類換気系及び建屋換気系からの空気が混入して、爆発限界内となった。
十分 分 な火災消火 分 規定 び 自 発火ある・不十分（１分）な火災消火（８分以上の規定）及びアスファルトの自己発火あるいは

ダクト内での電気系統による発火で着火
・アスファルトは種々の成分の混合物で熱化学反応の制御困難。硝酸塩も良くない。化
学安全 の配慮不足
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学安全への配慮不足
（４）環境影響；137Cs放出量14GBq、公衆の実効線量当量0.02mSv以下
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再処理（原子力施設）安全に関する経験知・則

• 定常作業より非定常作業の方に多くの危険が存在（全工程、特に
リワーク工程）リワ ク工程）

• 非形状管理槽（通称バカタンク）への液移送および液処理には特
注意を払う（試薬調整、リワーク工程）注意を払う（試薬調整、リワ ク工程）

• 多種の化学試薬を、同時に扱う工程（試薬調整など）は要注意

• バイオリズムに反した勤務体制には問題が多いバイオリズムに反した勤務体制には問題が多い

• 工程パラメータは安易に変更してはいけない。操作・管理判断は
多重に行う（特に、液移送）多 行う（特 、液移送）

• ハイドリックガード（水封）は信用しないほうがよい

• （蒸気圧の異なる）混合溶媒のインベントリーには注意が必要（蒸気圧の異なる）混合溶媒のイン ントリ には注意が必要

• 放射性核種の配管内マイグレーションには注意

• 全原子力施設を通じ、火災、腐食、水素爆発など、化学反応、化
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全原子力施設を通じ、火災、腐食、水素爆発など、化学反応、化
学安全に対する配慮不足を第一に改善しなければならない


